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はじめに1 .
　筆者は本シリーズ第3回において，非開削工法の客

観的評価に際して有用なツールとなり得る自動車交通

シミュレーションを紹介した。非開削工法の客観的指

標のための交通シミュレーションの試行を通して，こ

れまで本シリーズで説明されてきたソーシャルコスト

（社会的費用）を構成する「私的費用と外部費用」に

おける，外部費用の計算の可能性を確認してきた。本

稿では，道路工事に関する交通工学的な外部費用を計

算する際に検討すべき事項を再整理するとともに，工

法の客観的評価に際して必要なプロセスについての私

見を述べさせていただく。

交通シミュレーションによる外部費用計
算について2 .

　これまで自動車交通シミュレーションが実社会で用

いられるケースの大多数は，主として交通渋滞の発生

の有無やその状況を予測することであった。その代表

的なものが，大規模小売店立地法（大店立地法）の手

続きで1）あり，おそらく唯一の法的根拠を持って交通

シミュレーションによる将来予測がプロセスとして規

定されている。ショッピングセンターは大規模集客施

設であり多くの自動車来訪者が想定されることから，

駐車場の規模や配置，施設周辺交差点の混雑状況の事

前予測を行い，周辺生活環境に与える影響が検討され

る。その中でも店舗面積が10 ,000m2を超える超大型

店舗等に対して，前稿で述べた交差点需要率を用いた

静的交差点解析だけではなく，条例や要綱，運用方針

などで交通シミュレーションを用いた検討を規定して

いる自治体が存在する。筆者が委員を仰せつかってい

る埼玉県やさいたま市でも2007年以降，年数件とい

うペースではあるが交通シミュレーションによる動的

検討がなされている。これは交通渋滞の社会的損失が

大きいため，静的交差点解析では技術論として不十分

である点をクリアできることや，視覚的に混雑状況を

把握することで関係者間の理解が深まることが期待さ

れていることから交通シミュレーションによる検討が

正式にプロセス化された実例といえる。

　大店立地法に基づく交通シミュレーションでは，交

通状態そのものが検討対象であることから，渋滞の有

無や規模を予測し，その悪影響について判断がなされ

る。一方，外部費用計算にあたっては，開削工法と非

開削工法の2つの工法の違いについての検討が必要と

なり，以下に述べる二つの点で従来の検討手順と比較

して異なることになる。

　一点目は，従来の交通シミュレーションでは，「現

況」と「将来」の比較が行われる。大店立地法では，

出店前の交通データを用いて現況交通を再現し，その

後出店に伴う開発交通量や道路交通状況の変更を行っ

て将来を予測する。ここでの最大の興味対象は現況と

将来の差であり，その差が許容範囲であれば周辺生活

環境に与える影響は低く出店に問題なしとの判断がな

される。一方，ソーシャルコストの検討では，開削

工法と非開削工法の2種類の将来を予測し，2種類の

工法の差が最大の興味対象となる。検討対象に違いが

あることになるが，実際は大店立地法の検討において

も，より良い交通環境のための車両の誘導経路や道路

構造，信号制御を検討するために，例えば交通制御を

変更させた将来型A案とB案でどちらがよいかといっ

た検討が行われることも多い。これは前稿における

「相対的比較」そのものであり，検討作業上における

大きな違いはないと思われる。

　二点目は，交通シミュレーション結果の扱いであ

る。大店立地法では，交通状況そのものが興味の対象

であるために，交差点の混雑状況や駐車場出入口の滞

留状態を確認したり，交差点交通量や最大滞留長を

計測したりすること自体が検討となっていた。一方，

ソーシャルコストの検討では，交通状態を金額に換算

することが求められる。工法の違いによって渋滞発生

状況や工事箇所の迂回の有無が異なり，ドライバーの

所用時間に差が生じてしまい，この時間費用の差を算
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出することが求められる。交通状態はアニメーション

によって目視で直感的に理解することができるが，ド

ライバーの時間費用については別途計算させることが

必要となる。ただし最近の交通シミュレーションで

は，車両毎のエネルギー消費や排出ガス量を標準出力

としているものも多く，技術的な課題は低いと思われ

る。前稿で紹介した交通シミュレーション（tiss-NET 

2006）では，車両毎の旅行時間が記録されることから，

工法別に総走行時間を算出することは容易である。

　国土交通省の費用便益マニュアルでは，5車種に分

類した時間価値原単位が公表されている。その単位

は，［円/分・台］であり，総走行時間費用は，以下

の式で算定することになっている（費用便益マニュア

ルP.7）。

　走行時間短縮便益：BT＝BTo－BTw

　総走行時間費用：BTi＝Σ
j
Σ
l
（Qijl×Tijl×αj）×365

　ここで、

　　BT：走行時間短縮便益（円/年）

　　BTi：整備iの場合の総走行時間費用（円/年）

　　Qijl ：整備iの場合のリンク lにおける

　　　　 車種jの交通量（台/月）

　　Tijl ：車種jの場合のリンク lにおける

　　　　 車種jの走行時間（分）

　　αj ：車種jの時間価値原単位（円/分・台）

　　ｉ ：整備有の場合W，無の場合O

　　ｊ ：車種

　　 l　：リンク

　マニュアルでは配分計算結果を基本とするために，

リンク単位の交通量（日/台）とその（平均）走行時

間（分）を時間価値原単位に乗ずることで費用を計算

しているが，交通シミュレーションでは車両毎に走行

時間が計測・記録されるため，総走行時間費用の計算

式は以下のようになる。

　BTi＝Σ
j
Σ
l
Σ
n
（TTijn×αj）×工事日数

　　TTijn：整備iの場合の車種jの車両番号nの

　　　　　 走行時間（分）

　時間費用の定義解釈としても分かりやすく，計算も

容易であることが想定できる。この場合，事業iが，

開削工法と非開削工法の2種類になるが，工事の進捗

状況によって交通への影響度合いも大きく異なるた

め，工事状況を表すkを導入した以下の式であること

が望ましいであろう。設定される工事状況が多い場合

には，シミュレーションの計算パターンも増加するた

め計算が煩雑になる可能性はある点には注意が必要で

ある。

　BTi＝Σ
j
Σ
l
Σ
k
Σ
n
（TTijkn×αj）×工事日数k

　　TTijkn：整備iの工事状況kの場合の車種jの

　　　　　 車両番号nの走行時間（分）

　　ｋ　 ：工事状況

　一方，入力データの入手については，検討すべき課

題も想定される。費用便益分析では，リンク毎の交通

量の算出に「配分計算」を用いている。これは，交通

量推計の四段階推定法（費用便益マニュアルでは分担

を除く三段階推定法）の最終段階のアウトプットをそ

のまま用いることを前提としている。発生集中・分布

（・分担）を経て，配分計算を行うことでリンク単位

の交通量が推定され，同時にリンクの走行速度（＝走

行時間）も算出される。道路に交通需要を割り当てる

配分計算では，従来の分割配分から均衡配分に手法は

替わりつつあるが，その検討単位に変化はなく，1日

であったり1時間であったりと時間的に大きな単位で

ある。これら一連の推定作業の根拠となるデータは，

道路交通センサスなどの大規模調査結果を用いること

が可能であり，費用便益マニュアルでも推奨されてい

る。一方，ソーシャルコスト検討のための交通シミュ

レーションでは，入力値としてOD交通量（地点間交

通需要）データが必須であり，またその検討範囲も

道路交通センサスのデータでは地点間区分の精度が粗

く，そのまま活用することは困難である。となると，

ODを独自に推定する必要性が発生するが，工事によ

る迂回・経路変更が想定される場合にはその迂回経路

を含めたエリアの交通量観測やナンバープレート調査

などが必要になる。また調査データから実際にODを

推定する作業は，比較的専門的で時間や手間がかかる

ことに留意が必要である。当然，交通シミュレーショ

ン実施にあたっては，その他にも信号データや道路構

造データなどの多数の入力データの収集・整理にも時

間がかかる点も十分考慮が必要である。

総合評価について3 .
　費用便益マニュアルでは，『現時点における知見に

より，十分な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能

である，「走行時間短縮」，「走行経費減少」，「交通事
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故減少」の項目について，道路投資の評価手法として

定着している社会的余剰を計測することにより便益を

算出』と表記されている。非開削工法の外部費用を計

算する場合，現時点で最も大きいと想定される「走行

時間短縮」については，交通シミュレーションを用い

ることで一定の計算が行えることが期待できる。

　一方，費用便益分析以外の効果についても適正に

評価を行う必要性も高いであろう。国土交通省では，

「道路事業・街路事業に係る総合評価要綱（平成21年

12月）」を公表しており，新規事業採択を対象に評価

の手法を示している。道路事業・街路事業の評価項目

は，「事業採択の前提条件」「費用対便益」「事業の影

響」「事業実施環境」の4つとし，図－1に示す体系

で示されている（道路事業・街路事業に係る総合評価

要綱　P.2）。

　ここでは2番目の「事業の影響」に着目すると，「自

動車や歩行者への影響」と「社会全体への影響」に中

分類される。小分類の「渋滞対策」や「事故対策」は

費用便益分析でも検討される項目であるが，「歩行空

間」や「住民生活」「地域経済」といった評価指標は，

考慮されてこなかった項目である。本要綱では根拠を

明示した上で，定量的評価を求める項目もあるが，記

述的評価や定性的評価を含めて「統括表」を作成し

て，「対象事業の特徴的な効果を勘案して，採択の可

否の判断を行った理由を記入」することになっている。

おわりに4 .
　本稿では，ソーシャルコストにおける交通工学的な

外部費用を算出する際に検討すべき事項を再整理し，

交通シミュレーションによる時間価値の計算方法や必

要な入力データの問題について指摘した。また費用便

益分析以外の総合評価に関する国の制度についても紹

介をおこなった。総合評価においては，定性的な評価

項目の多寡で採択を判断することは考えていないと説

明されており，国レベルの事業判断にも揺らぎと決断

における余裕幅があることがわかる。工法の選択にお

いても，ソーシャルコストとして定量的に判断できる

項目を重視することは説明力として必須であると考え

ているが，工事関係者一同が工法の違いによる影響の

判断を共有できるような仕組みを同時に造っていくこ

とも重要であると考えられる。
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図－1　評価項目の体型
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